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― トヨタ主導 AGL事例からの考察 ―  

加藤和彦・髙木純一 

 

 

要旨 

 

本稿の目的は、変革期の自動車業界において、トヨタ自動車株式会社が主導する車載 OS

プロジェクト、AGL（ Automotive Grade Linux ）の戦略上の課題を導出することにある。その

際、階層構造をもつ製品で、類似のビジネスモデルを遂行した事例との対比等を行い、製品

戦略の観点での知見を得る。そこでは、コモディティ化のリスクの認識と、収益確保の重要性

ならびにデータの囲い込みの必須性を提起する。 
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Perspectives of consortium type business model in automotive OS 

― The study of the AGL case led by Toyota ― 

Kazuhiko Kato & Junichi Takagi 

 

 

Abstract: The purpose of this paper is to derive strategic issues of automotive OS 

project AGL: Automotive Grade Linux led by Toyota Motor Corporation in the 

changing automobile industry. Accordingly, the paper compares the case with similar 

business model cases in the layer structure, and obtains knowledges from the 

viewpoint of product strategy. As a result, the paper proposes the recognition of the 

risk of commoditization, the importance of ensuring profit and the essentiality of 

data enclosure. 
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1. はじめに 

 

自動車産業に押し寄せるコネクテッド化の波のなかで、トヨタ自動車株式会社（以下トヨタ社）はこれまで

の擦り合わせ主体のハードウェア・メーカーの立場から、データと ITを活用したモビリティ・サービスを提供

する企業へと変わろうとしている。その際、シリコンバレーを中心とした IT企業との協業と競争を避けて通る

ことはできない。それは同時に、いやおうなしに IT企業が繰り出す施策に対応した戦略を遂行せざるを得ない

ことを意味する。本稿の目的は、トヨタ社が近年推し進める車載 OS のコンソーシアム型プロジェクトである

AGL：Automotive Grade Linux に着目し、グーグル社の Android への対抗策として推進されるこのプロジェク

トの有効性と課題について、これまでの類似の階層構造で、ビジネスモデルを遂行した Windows事例との対比

や、コンソーシアム型のビジネスモデルの問題点の参照を通じて、戦略成否のディスカッションをおこない、

課題を提起することである。 

 

2. 製品戦略とエコシステム 

 

自動車のように様々なソフトウェアやハードウェアの複合（製品がモジュラー単位の補完製品（部品）の組

み合わせによって構成されるもの）によって完成品が造られる業界では、エコシステムが形成されている。エ

コシステムとは、基盤となる製品と補完製品によって創られる産業の生態系で、両者はウィンウィンの関係に

ある。言い換えれば、上下隣接関係にある製品は互いに補完製品であるため、協業関係にあり、上下の階層間

（ｎとｎ+１レベル階層間）では、階層間ネットワーク効果が発揮される。一方、同一（ｎレベル）階層関係で

は、競合関係となり、階層内でのドミナントの地位を巡ってシェア争いが繰り広げられる（図１）。本来、エコ

システム内では協業関係にある製品同士も、実態は一方がもう一方を成長のための踏み台にしているような状

況があり、競合関係にあるとも言える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図1：補完関係と競合関係の階層図 

 

本稿でのドミナント製品とは、製品提供者と補完業者によって形成されるエコシステム内で、高いシェア（目

安としては 70％以上）を有し、稼動台数で他に大きな差をつけ、強い市場支配力をもつ製品が存在し得る製品

のことを指す。ドミナント製品は、他の階層への支配力を強くもつことで、価格コントロール力や、業界団体
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や業界標準化プロセスでの発言力、ならびに販売チャネルへの影響力をもっている（図２）。上位（ｎ+１レベ

ル）階層による橋渡しは、下位（ｎレベル）階層の製品が保有する利用可能ユーザーの流動性を高め、上位に

位置する橋渡しの階層の製品が多くのシェアを有するドミナントの地位となる可能性が生まれる。同時に、下

位階層では、同一階層レベルでの製品に対するユーザーの選択必然性が弱まり、コモディティ化するという影

響が生じやすい。 

 

 

 

 

 

 

 

図2：ドミナント製品と下位階層の構成図 

 

具体的には、図２のような階層構造で表される複合製品では、上位に橋渡しをする製品が下位階層に比べて

利用可能ユーザーを集め易く、ユーザーから選ばれ易いためドミナント化し易い性質がある。一方、下位階層

の製品は競合することでユーザーにとっては、より良いものが生まれる可能性が高まるものの、品質や機能は

似通ったものとなり差別化が難しくなり価格も競争により下落する。下位階層に製品を提供する企業はマージ

ンを減らし、コモディティ化に苦しむことになる傾向が強い。 

 

3. 先行研究レビュ 

 

本章では、階層構造をもつ製品における階層の統合や介入に関連する先行研究レビュをおこなう。階層構造

をもつ製品の競争戦略の領域において、リーダーシップに関する研究では、Gawer & Cusumano[1]がある。その

論文では、階層構造をもつ製品提供者の補完業者へのインセンティブを論じるエコシステム論が論じられてい

る。階層構造をもつ製品の階層戦略に関する研究では、Katz & Shapiro[2][3]ならびに Shapiro & Varian[4]

が、階層間の相互運用性がもたらすネットワーク効果の理論を展開している。Rohlfs[5]は、間接ネットワーク

効果を「補完的なバンドワゴン効果」と同義として、その効果に注目している。また、３者間構造をとる仲介

ネットワークの考え方が存在し、Eisenmann, Parker & Alstyne[6]やHagiu[7]の論文では、特定の階層を仲介

役として複数のユーザー・グループ（階層間）を結び付ける役割として定義している。加えて，Eisenmann, Parker 

& Alstyne[8]は、階層バンドルの概念で「包囲戦略」を論じている。階層構造をもつ製品のドミナント化ならびにWTA

に関する研究では，Eisenmann[9]、根来・加藤[10]の論文があり、そのメカニズムを説明している。 

これらの理論を前提に，加藤[11] [12]は、階層構造をもつ製品の後発製品のドミナント化のモデルを提起し、

その後発製品戦略の一種である階層を介入させる戦略に関し、業務用コンピュータ・ソフトウェアの事例を参

照して、その効果や有効性について議論を展開している。 

 

4. AGLとは  
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4.1 AGLの概要 

AGLは、2012年 9月にスタートしたコネクテッドカーの世界におけるオープンソースソフトウェア（OSS）の

プロジェクトの 1つで、コンソーシアム形式で車載 OSの構築を目的としている。現在は、Linux業界全体のイ

ノベーションとエコシステムを推進・拡大するプロジェクトである「The Linux Foundation」の下で活動して

いる。AGL参加企業 2017年4月時点では、最上位のプラチナメンバーは、デンソー社、マツダ社、パナソニッ

ク社、ルネサス社、スズキ社、トヨタ社の 6社。次のゴールドメンバーはホンダ社と NTTデータ MSE社の 2社

と、日本企業の関与の高さが目立っている。目指すものとしては、「共通技術をベースに標準化を目指し、エコ

システムを拡大していく」という取り組みになる。ゴールには、「現在の家庭やオフィスと同水準の接続環境を

自動車内に求める消費者の期待に応えること」「自動車に、より柔軟で応用範囲の広いシステムを構築するこ

と」を掲げている。(1) 

 

AGLの事例を階層構成の観点で、整理すると以下の表のようになる（表 1）。 

 

 OS 上位階層 上位階層の陣営 下位階層 

名称 種類 主導企業 他メンバー 種類 プレーヤー 

2017

年頃 

AGL 車載OS トヨタ社 マ ツ ダ 社 

スズキ社等 

自動車車体メー

カー 

トヨタ社 マツダ社  

ホンダ社等 

表 1：AGLのプレーヤー整理 

 

4.2  トヨタ社にとっての AGLの戦略的位置付け 

トヨタ社にとっての AGL の位置付けは、グーグル社への対抗策であると考えられる。グーグル社は、スマホ

と車載器の連携だけでなく、車載 OS(2)も手掛ける。2014年初めには、自動車産業を巻き込んだ OAA（オープン・

オートモーティブ・アライアンス）を立ち上げた。ここでベースとなる OSは、グーグル社の Androidになる（表

２）。つまり、Android を車載 OS に据えることで、グーグル社が自動車のソフトウェア開発を主導する立場に

なる。(3)これに対し、トヨタ社が AGLを主導することは、車載 OSの領域で、特定の１社（現時点ではグーグル

社）がこれまでの IT業界での優位な地位を利用し、ドミナントの地位を独占してしまわないようにするための

対抗プロジェクトと言っても良い。この車載 OSの階層をいわば自動車車体メーカーにとっての「自陣営コンソ

ーシアムによる共有領域」とし、その階層においてグーグル社を含む特定の１社が利益を独占してしまうこと

のないようにしていると理解できる。 

 

Androidの事例を階層構成の観点で、整理すると以下の表のようになる（表２）。 

 

 OS 上位階層 上位階層の陣営 下位階層 

名称 種類 主導企業 他メンバー 種類 プレーヤー 

2018

年頃 

Android 車載OS グーグル社 無し 自動車車体メー

カー 

ルノー社 日産社  

ホンダ社等 

表 2：Androidのプレーヤー整理 
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4.3  トヨタ社にとっての AGL主導の目的 

トヨタ社にとって車載製品としての OSである AGL主導の目的は大きく、①コンソーシアム型の多種多様な参

加者によるエコシステムの機能発揮 ②ソフトウェア部分の開発コスト抑制 ③車載 IT システム部分のブラ

ックボックス化の防止などが考えられる。 

 

①コンソーシアム型の多種多様な参加者によるエコシステムの機能発揮 

運転の利便性や同乗者の娯楽性を高めるために、自動車業界に携わる多種多様のメンバーの参加を積極的に

促し、エコシステム機能の発揮を活発化することで、よりよいアプリケーションが生み出される環境を提供す

る意味がある。この点について、トヨタグループ内の技術部門の管理職のひとりは「新技術への挑戦、独自の

アーキテクチャー構築等、開発力の向上が AGLによってもたらされる」(4)と話している。また、技術部門の別

の管理職は AGLを「（AGLのエコシステムを利用して）将来的にグーグル社や Androidとの（AGL上での）連携

をおこなう際に、（トヨタ社が）牽引できる技術である」(5)とも説明している。 

 

②ソフトウェア部分の開発コスト抑制 

コンソーシアム形式で多くの参加者が賛同して開発を進めることで、１社あたりのコスト負担を少なくし、

市場に提供する自動車の価格が高止まりしないようにする目的がある。この点についてトヨタグループ内の調

達担当のひとりは、「（グーグル社の）Androidでも AGLでもどちらでも良いが、調達コストが安い方がクルマ

全体のコストを抑えられるという点で好ましい」(6)と説明している。また、AGL のコンソーシアムは日本の企

業を中心とした IT ジャイアント以外の参加企業で構成されていることが、日本の自動車業界にとって、IT ジ

ャイアントと比較して劣るITノウハウ（データ分析・活用能力等）を、コンソーシアム形態で補うことを目的

としているとも理解できる。この点については、トヨタグループ内の技術部門の管理職のひとりは「自動車メ

ーカー（業界全体の）独立性の観点から AGL化には賛成」(7)と説明している。 

 

③車載OS部分のブラックボックス化の防止 

特定の IT企業１社がブラックボックス（アルゴリズム等非公開）の車載 OSでドミナントの地位を築けば、

従来の業界の秩序は大きく変化する。これまで築かれてきた自動車メーカーを頂点とし、一次部品メーカー、

二次部品メーカーが築くピラミッド構造の頂点に、IT ジャイアントと呼ばれるグーグル社などの IT 企業が位

置すれば、これまで自動車メーカーが持っていた、ピラミッドの下方に対してのコストや価格のコントロール

力を奪われてしまうリスクが生じる。トヨタ社を含む自動車業界にとって、AGL はこれを防ぎたい本意がある

と理解できる。この点についてトヨタグループ内の戦略担当のひとりは、「OSの独占化によりスマホや PCのメ

ーカーが陥った衰退傾向に、自動車業界が陥らないようにする技術として AGLは必須」(8)と説明している。ま

た、品質保証担当のひとりは、「（ソフトウェアメーカーによくある）５年程度で突然サポートを打ち切る業界

の慣行が懸念され、独自の AGLに賛成する」。(9) 加えて、コネクテッド担当の管理職のひとりは、「現状は廉

価でも、将来普及した段階で追加コストを請求される可能性もゼロではない」(10)と説明し、OSの提供を１社に

任せてしまうことの弊害を指摘する。 

 

4.4  AGLの階層構成図とAndroidとの相違点 
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AGLという自動車メーカーの提供する自動車車体に橋渡しする上位階層の製品が存在し、下位隣接階層の製品

を提供する自動車車体メーカーは熾烈な同一レベル階層での競争をする。利用可能ユーザーは橋渡ししている

上位階層に集中する傾向が強いため、AGL はドミナント化する。一方、下位階層に製品を提供する自動車車体

メーカーはコストや品質の観点での競争を強いられ、機能や品質が似通ったものとなりコモディティ化が進む。

階層構成によりドミナント化とコモディティ化が進む点では AGLも Androidも同じである。以下、事例を図で

表す。（図３）。 

 

ただし、相違点として AGLは、上位（ｎ+１）階層のドミナント製品を、自らを含む多くの賛同メンバーとコ

ンソーシアム形式で運営し、且つそのコンソーシアムの多くのメンバーが下位（ｎ）階層に製品を提供するプ

レーヤーも担っている構成である。一方 Androidを提供するグーグル社は、上位（ｎ+１）階層のドミナント製

品だけを自社１社のみで提供し、下位（ｎ）階層には製品を提供しない。その点で異なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3：AGLの階層構成図 

 

5. ディスカッション：AGL事例の議論 

 

以下、先行研究からの示唆と、いくつかの戦略成否上のポイントについて議論したい。 

 

●１社占有形式のドミナント製品事例からわかる戦略上の示唆 

 

１社占有形式のドミナント製品の事例として Windowsと PC筐体メーカーの関係は、これまでもドミナントと

コモディティ化の分かりやすい事例として多くの研究で取り上げられてきた。そこには PCのような複合製品の

もつ特有の性質がある。 

PCは大きくソフトウェアとハードウェアに分かれるが、ソフトの OSの部分では、ユーザーは避けられない製

品選択の必然性を負わされている。具体的には、Windows 上で作ったコンテンツを他ユーザーとやりとりする

には、相手方も Windows、または Windowsと互換性がある OSを使っている必要がある。逆もまた然りである。

一方、PC筐体メーカー（具体的には、富士通、NEC、東芝、デル社、HP社等）は、互いに競争することでより

良いものを提供するが、競争の激化で販売価格が下がっていく。また、新製品が発売されれば、旧型モデルは

廉価で販売を余儀なくされる。その際、マージンが最も圧迫されるのは PC筐体メーカーになる。なぜなら、PC

搭載の Windowsは PCすべてに共通であるため競合による値下げが発生しにくい。一方、PC筐体メーカーは値
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下げにより失った利益の影響を大きく受け、マージンを減らす傾向が強いからである。 

 

Windowsの事例を階層構成の観点で、整理すると以下の表のようになる（表３）。 

 

 OS 上位階層 上位階層の陣営 下位階層 

名称 種類 主導企業 他メンバー 種類 プレーヤー 

1990年

代末頃 

Windows PC用 OS マイクロソ

フト社 

無し PC 筐体メ

ーカー 

富士通 NEC 東芝 デル

社 レノボ社等 

表 3：Windowsのプレーヤー整理 

 

1995年の Windows発売以降、下位階層で PF製品を提供していた PCメーカーは、低価格で製造するメーカー

がいくつも乱立、過当競争によって各メーカーは利益率が著しく低下した。それにより経営内容は悪化、市場

からの撤退や合併・買収など、再編が相次いだ。(11) 1990年代末には、多数のメーカーによる PC/AT互換機と

Windowsの組み合わせ(Wintel)がほぼ支配するようになったが、どの PC筐体メーカーもコモディティ化による

業績悪化にあえいでいた。なかでも、PCのオリジナルである IBM PCを開発・販売してきた IBMも、PC事業の

業績不振から、2004年 12月にPC事業を中国のレノボ・グループ（聯想集団）に売却すると発表する。(12)ひと

たびコモディティ化に陥った製品から早々に撤退を決めた事例である。一方、デル社のようにPC製品のコモデ

ィティ化が進行していくなかで、SCM によって利益を短期的ではあるが出した企業もある。ただし、デル社に

よる廉価な PCの投入がさらにコモディティ化を加速し、また Windowsのドミナント化を加速したという皮肉な

現実も生まれた。以下、事例を図で表す（図４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4：Windowsの階層構成図 

 

●コンソーシアム形式のドミナント製品事例からわかる戦略上の示唆 

 

コンソーシアム形式の推進プロジェクトの大義名分は「自分だけの利益でなく、世のため人のため」という

理念である。その錦の旗の下で多くの賛同企業が参集し協力することで、個々の企業利益を超えた賛同メンバ

ー総意の価値や、公共の利益を追求していくものである。仮に１企業の１人占めの利益を追求する意図が露呈

すれば、賛同企業はプロジェクトから離れていってしまい、コンソーシアムを形成すること自体が困難となる

可能性も生じる。 

また、上位階層で橋渡しされた状態の下位階層の同一レベル階層間では特定の製品に利用可能ユーザーを集
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めにくいため、Wintelのような上下階層の特定の製品間のバンドルを作り出すことは容易には出来ない。加え

て、上位隣接階層がコンソーシアム形式であって階層間ネットワーク効果が大いに発揮されたとしても、上位

階層のユーザーグループの参加者の増加が下位階層の特定の製品の利用可能ユーザー増加に直接は寄与しない。

これにより、収益確保を下位階層の製品に設定している場合、収益の確保が安定しない状態となり、企業の存

続が危ぶまれるリスクが高まる可能性がある。 

 

●トヨタ社とグーグル社の戦略上の対抗関係 

 

現在、自動車メーカーのみならず自動運転ソフトウェアを AI技術に携わる多くの企業が開発している。そこ

には、車載 OSや自動運転ソフトウェアに見られるコネクテッド化の流れが自動車産業の変化としてある。コネ

クテッドカーの分野においては、トヨタ社や日産、GM社やフォルックスワーゲン社などの長い歴史を持つ自動

車メーカーに対し、グーグル社、テスラモーターズ社、アップル社などのシリコンバレーの新規参入組が「自

動運転」の覇権をめぐって開発競争を仕掛けている。グーグル社は計 150万マイル（約 240万 km）の公道実走

試験をおこなうなど、米国で積極的な自動運転開発をおこなってきている。(13)グーグル社が他社を凌駕してい

る根拠となるのが、AI（人工知能）におけるディープラーニング（深層学習）という技術である。グーグル社

が深層学習を駆使して、いち早く自動運転のソフトウェア製品を完成させることができれば、それを完全クロ

ーズド（ブラックボックス）にして、ハードの車体製造はオープンに、既存の自動車メーカーを「下請け工場」

として扱う可能性は高い。車載 OSと自動運転ソフトウェアが将来的に密接に関連していることを考えれば、利

益を吸い取られてしまう構図が生まれると考えられる。要点は、上位階層の製品に対して下位階層の製品提供

者が、自らコントロールできる自動運転システムを創れるか否かが、階層間ネットワーク効果の偏重や、提供

する製品のコモディティ化を回避できる余地があるかどうかに深くかかわっている。自動運転の観点からも、

上位階層へのコントロール力を高めるための対抗策のひとつが、AGLという位置付けである。 

 

●トヨタ社の戦略の勝算 

 

この状況において、トヨタ社の戦略の勝算はどうか。この質問は、言い換えれば、これまでトヨタ社が維持

してきた KSFと、これからのコネクテッド化と同時に起こりつつある EV化時代の KFSが、どれくらい異なるの

かという質問の答えと大きく関係する。そこでは、これまでのような、エンジンやミッション系の開発に時間

と費用を費やしてきた社内の構造も大きく変わることを意味する。また、１次部品メーカー・２次部品メーカ

ーも大きな再編を迫られることは避けられない。 

極めて楽観的な考え方をするならば、そもそも現状のトヨタ社も完成品である自動車の部品を自社で全て生

産している訳ではない。にもかかわらずトヨタ社がこれまで業界のリーダーとして位置してきたのは、製品の

安全性と耐久性において他社と比較してその強みを発揮できてきたからである。いわゆる完成品への「信頼」

構築の賜物である。コネクテッド時代も同様に安全性と耐久性が世の中に必要とされ、トヨタ社がそれに応え

られる状況が継続するならば、リーダーのポジションを維持することは可能であると言える。 

しかし、トヨタグループ内部の営業部門の管理職のひとりは「AGLの採用は（自動車業界の）メーカーの都合

であり、ユーザーから見た価値があるかどうかは疑問」(14)と指摘する。加えて、コールセンター部門の担当者
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のひとりは現場の声として「車とスマホの連携の仕方が分からないという問い合わせが多いが、車とスマホが

同じ Androidベースのシステムの方がつながり易いのではないか」(15)と、システム間の親和性の観点から AGL

の採用に疑問を投げかける声もあると説明する。コンソーシアムを利用したビジネスモデルの遂行が、かえっ

てユーザーの利便性を損ね、Android で統一した方が使い勝手が良いにもかかわらず、自動車メーカー側の都

合で AGLを採用したのではという巨大自動車メーカーの驕りが見えればユーザーは離れていってしまう可能性

は否めない。 

 

●トヨタ社のとりうる次の戦略 

 

階層構造をもつ製品戦略において上位階層での橋渡しは、下位階層のレイヤースタック内での製品の延命を

助長し易いが、下位の同一レベル階層の１社（１製品）が突出して勝つこともない「負けない戦略」を採用し

ているとも解釈できる。これはトヨタ社１社が勝つことにならないことを意味する。また、ハードウェア主体

で業界を推進してきたトヨタ社が、AGL の上で走るキラーアプリケーションを自身が開発することは考えにく

い。 

次なる戦略としては、上位の橋渡し階層は、それ自体が包囲されにくい防衛的役割をもち易いので、その下

位の隣接階層（AGL 階層と自動車車体階層の間）に利益を占有できる新たな階層を構築する戦略を仕掛けるこ

とも可能である。例えばその際、インストールドベース（既存販売車）から得られる膨大なデータを有効的に

活用して参入障壁の高い AI 等の製品戦略を遂行するという選択肢も考えられる。(16)トヨタグループ内部のコ

ネクテッド部門の企画管理職のひとりは「最後はデータが鍵を握る」(17)と指摘する。階層構造をもつ製品戦略

のもつもうひとつの機能、「データの集積と囲い込み」の価値を重視している。仲介者にはデータが集積すると

いう性質を利用して、そのデータを分析加工して、安全性や耐久性に加えてサービスの質の向上に役立てるこ

とで、ユーザーが自らのハードウェア（車体）を選択してもらうための差別化のポイントにする目論見である。

言い換えれば、AGL の下位階層での対コモディティ化戦略の展開が可能である。トヨタ社を含む自動車の車体

（部品）メーカーには、部品やハードウェアを提供しない ITジャイアントには出来ない走行にかかわるデータ

を直接採取できる立場にある。そしてこのデータを直接採取できる（データ自体を押さえる）ことこそが、戦

略成否の要となる可能性がある。 

 

6. 課題の提起 

 

AGLは、ドミナント化する上位階層を Androidを提供するグーグル社に占有させないため、トヨタ社が自ら主

導するコンソーシアム形式で車載 OSを提供する戦略上の有効なプロジェクトであると理解できる。それにより、

PC業界のWindowsで観られたようなクローズドな１社独占状態の下位階層（ハードウェア階層）のコモディテ

ィ化の状況のなか、上位階層（OS 階層）を自ら主導し、トヨタ社１社で２つの階層（ｎとｎ+１）に製品を提

供することで、グーグル社１社に上位階層（OS階層）をブラックボックス化されてしまうことを阻止する防衛

策としての意味合いがある。 

また、同時に課題も存在する。これまでの階層構造をもつ製品の先行研究レビュからの示唆や、戦略成否の

ディスカッションで、ビジネスモデル上の課題が導出された。課題は大きく以下の３点にまとめられる。 
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6.1  コモディティ化のリスク  

階層構造をもつ複合製品は、下位階層にある製品がコモディティ化し易い特性があるため、自動車車体メー

カーのマージンが圧迫されることが予想される。そのため安定した収益確保が困難になる問題と、これまでの

ようにトヨタ社が自動車車体メーカーとして、１次部品メーカー・２次部品メーカーのピラミッド型の頂点に

位置してきた業界の構造も変化を余儀なくされ、例えばピラミッドの下方に対してのコストや価格のコントロ

ール力を奪われてしまう可能性が生じる。 

 

6.2  コンソーシアム形式の問題点  

コンソーシアム形式は運営上の問題として、仮に１企業の１人占めの利益を追求する意図が露呈すれば、賛

同企業はプロジェクトから離れていってしまい、コンソーシアムを形成すること自体が困難となる懸念がある。

加えて、 AGLは、共同でプロジェクトを推進していくために、１企業としては、推進のための時間と労力を投

資した割には、直接的な利益を得られないというジレンマが発生する可能性が高い。よってAGLの成功が必ず

しもトヨタ社の車体選択と結びつかず、多くの時間とコストを投資したにもかかわらず、それに見合う対価を

得られないという状況が生まれる可能性がある。 

 

6.3  データの囲い込みの必須性  

階層構造をもつ製品戦略の鍵はデータの収集と分析・活用にあるが、補完業者を含む他社にそれを渡さない

囲い込み（隔離）も重要な要素である。今後の自動車においての価値提案は大きく、走行の安全性確保と外部

との双方向コミュニケーションによる UX（ユーザー体験）の向上であるが、その両者の質を向上させるにはデ

ータ量が不可欠である。これらに資するデータをどのように集め、分析し、反映させ、かつ囲い込むかが肝要

となる。特に下位階層のデータは下位階層に製品を提供する者でしか入手することは出来ない。その立場の優

位性を大いに活用する必要がある。 

 

これらの課題に対応する具体的な手段を早期から実施し、守りと同時に攻めの施策を遂行する必要があろう。 

 

7. まとめと今後の研究 

 

いくつかの産業においては、上位の補完製品が下位に隣接する多数の製品の脆弱化やコモディティ化を誘発

し、それら製品の脆弱化やコモディティ化が、上位に隣接する製品のドミナント化を強めるといった現象がみ

られる。自動車産業もこの現象が見受けられる産業のひとつである。自動車産業に押し寄せるコネクテッド化

の波のなかで、トヨタ社はこれまでの擦り合わせ主体のハードウェア・メーカーの立場から、データと ITを活

用したモビリティ・サービスを提供する企業へと変わろうとしている。その時、シリコンバレーを中心とした

IT企業との協業を如何に進めるかが鍵となると考えられる。本稿の目的は、トヨタ社が近年推し進める車載 OS

のコミュニティ型プロジェクトである AGL：Automotive Grade Linuxに着目し、１社占有形式の Androidの対

抗策として推進されるこのプロジェクトの有効性と課題について、これまでの先行研究において類似の階層構

造で、ビジネスモデルを遂行した Windowsの事例や、コンソーシアム形式でビジネスモデルを遂行した事例の
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問題点の参照を通じて、戦略成否のディスカッションをおこない、課題を導出することであった。そこでは、

階層構造をもつ製品の下位階層のコモディティ化のリスクならびにコンソーシアム型ビジネスモデルのもつ収

益確保の不確実性、データの囲い込みの必須性について提起した。 

こういった、事例を更に探求し、精緻化すること。これが今後の研究課題となる。 
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